
平成３０年（健厚）第１３６１号

令和２年２月２８日

主文
　後記「事実」欄第２の２⑷記載の原処分を
取り消す。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第２の２⑷記
載の原処分を取り消し、厚生年金保険法

（以下「厚年法」という。）及び健康保険法
（以下 ｢健保法｣ という。）上の各被保険者
（以下、併せて「厚年等被保険者」という。）
の資格（以下、併せて「厚年等被保険者資
格」という。）について、資格取得年月日を
平成２８年１０月１日とする同資格の取得
の取消しを求めるということである。

第２　事案の概要
１　事案の概要

　本件は、請求人が後記２⑶記載の本件
確認請求をしたことに対し、厚年等被保
険者資格の確認に関する厚生労働大臣の
権限に係る事務をそれぞれ委任されてい
る日本年金機構（以下「機構」という。）
が、後記２⑷記載の原処分をしたところ、
請求人が、原処分を不服として、標記の
社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした
という事案である。

２　本件再審査請求に至る経緯
　本件記録によると、請求人が本件再審
査請求をするに至る経緯として、次の各
事実が認められる。
⑴　請求人は、利害関係人を事業主とす

る厚年法及び健保法上の適用事業所
（以下「本件事業所」という。）におい
て使用される者であったところ、公的
年金制度の財政基盤及び最低保障機能
の強化等のための国民年金法等の一部
を改正する法律（平成２４年法律第
６２号。以下「年金機能強化法」とい
う。）の一部施行（施行日平成２８年

１０月１日に係るもの）に伴い、利害
関係人が、平成２８年１１月９日（受
付）、機構に対し、請求人の厚年等被保
険者資格について、資格取得年月日を
同年１０月１日、被保険者区分を「１」

（注：短時間労働者（厚年法第１２条第
５号及び健保法第３条第１項第９号に
規定する短時間労働者。以下同じ。）の
意）、報酬月額を１０万４１４３円とす
る被保険者資格取得届を提出した。

⑵　機構は、平成◯年◯月◯日付けで、
請求人の厚年等被保険者資格につい
て、資格取得年月日を平成２８年１０
月１日、標準報酬月額を１０万４０００
円として、確認する旨の処分（以下「先
行処分」という。）をした。

⑶　請求人は、平成◯年◯月◯日（受
付）、機構に対し、「８．その他」欄に

「社会保険加入拡大によりＨ２８．１０
／１～厚生年金保険・健康保険に加入
致しましたが、賃金が加入要件を満た
していないと思いますので　Ｈ２８．
１０月にさかのぼっての保険加入取消
を希望致します。そのため資格確認請
求を致します。」と記載した厚生年金保
険・健康保険被保険者資格確認請求書
を提出し、先行処分により確認された、
本件事業所における資格取得年月日を
平成２８年１０月１日とする厚年等被
保険者資格の取得の取消しを確認する
旨の厚年法第３１条及び健保法第５１
条の規定に基づく確認請求（以下「本
件確認請求」という。）をした。

⑷　機構は、平成◯年◯月◯日付けで、
請求人に対し、「届書通りの為」という
理由により、本件確認請求を却下する
旨の処分（以下「原処分」という。）を
した。

⑸　請求人は、原処分を不服とし、標記
の社会保険審査官に対する審査請求を
経て、当審査会に対し、再審査請求を
した。

第３　当事者等の主張の要旨
（略）



分の３以上であるもの又は１月間の所定
労働日数が同一の事業所に使用される通
常の労働者の１月間の所定労働日数の４
分の３以上であるものは適用除外される
者に該当しないこととされ、さらに、１
週間の所定労働時間が同一の事業所に使
用される通常の労働者の１週間の所定労
働時間の４分の３未満であるもの又は１
月間の所定労働日数が同一の事業所に使
用される通常の労働者の１月間の所定労
働日数の４分の３未満であるもの（短時
間労働者）であっても、次の①から④ま
での全ての要件に該当するもの（特定適
用事業所以外の適用事業所において使用
される者を除く（平成２８年法律第
１１４号による改正前の年金機能強化法
附則第１７条、同法附則第４６条）。）は、
適用除外される者に該当しないこととさ
れた。 
①　１週間の所定労働時間が２０時間以

上であること。
②　当該事業所に継続して１年以上使用

されることが見込まれること。
③　報酬（最低賃金法（昭和３４年法律

第１３７号）第４条第３項各号に掲げ
る賃金に相当するものとして厚生労働
省令で定めるものを除く。）の月額が８
万８０００円以上であること。

④　学校教育法（昭和２２年法律第２６
号）第５０条に規定する高等学校の生
徒、同法第８３条に規定する大学の学
生その他の厚生労働省令で定める者で
ないこと。

２　本件の場合、本件施行日において、請
求人が、特定適用事業所である本件事業
所において、利害関係人により使用され
る短時間労働者に該当すること並びに上
記１①、②及び④の要件に該当すること
については、本件記録から明らかであり、
当事者間に争いはないものと認められる
ところ、請求人は、資格取得年月日を平
成２８年１０月１日とする厚年等被保険
者資格の取得の取消しを求める本件確認
請求を却下した原処分を不服としている
のであるから、本件の問題点は、請求人

理由
第１　問題点

１　厚年法は同法第６条第１項第２号にお
いて、健保法は同法第３条第３項第２号
において、それぞれ、法人の事業所又は
事務所であって、常時従業員を使用する
ものを、各法上の適用事業所とすると規
定しているところ、厚年法第９条、第１２
条、第１３条、第１４条、第１８条、第
２７条及び第３１条並びに健保法第３条
第１項、第３５条、第３６条、第３９条、
第４８条及び第５１条の規定によると、
厚年法上の適用事業所に使用される７０
歳未満の者及び健保法上の適用事業所に
使用される者は、適用除外される者を除
いて、それぞれ、その使用されるに至っ
た日又はその使用される事業所が適用事
業所となった日に厚年等被保険者資格を
取得し、当該事業所に使用されなくなっ
た日の翌日に厚年等被保険者資格を喪失
することになるが、厚年等被保険者資格
の取得及び喪失は、適用事業所の事業主
の届出により、厚年等被保険者若しくは
厚年等被保険者であった者の請求により
又は職権で、厚生労働大臣が確認するこ
とによってその効力を生じるとされてい
る。
　また、厚年法第３１条第１項及び健保
法第５１条第１項の規定によると、厚年
等被保険者又は厚年等被保険者であった
者は、いつでも、厚年法第１８条第１項
及び健保法第３９条第１項の規定による
確認を請求できるとされている。
　そして、年金機能強化法による厚年法
第１２条及び健保法第３条第１項の改正
が平成２８年１０月１日に施行され（以
下、この施行日を「本件施行日」とい
う。）、厚年法第１２条第５号及び健保法
第３条第１項第９号がそれぞれ新たに設
けられたことにより、１週間の所定労働
時間が同一の事業所に使用される通常の
労働者（短時間労働者の雇用管理の改善
等に関する法律（平成５年法律第７６号）
第２条に規定する通常の労働者をいう。
以下同じ。）の１週間の所定労働時間の４



休暇：法定どおり」とされている。そ
して、社会保険については、雇用契約
書Ａは「健康保険および厚生年金は適
用外」、雇用契約書Ｂ及び雇用契約書
Ｃは「適用要件に該当する場合は加
入」とされている。

⑵　請求人に係る給与明細書が１６通
（◯年◯月支給分（平成◯年◯月の勤務
に係るもの）から◯年◯月支給分（平
成◯年◯月の勤務に係るもの）まで）
あり、主な記載内容は次のとおりであ
る。

（単位：労働時間は「時間」、基本給は「円」、
それ以外は「日」。）

支給
年月

出勤
日数

有給
休暇

欠勤
日数

振替
休日

労働
時間

基本
支給

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

◯/◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯.◯ ◯◯, ◯◯◯

　なお、平成◯年◯月から平成◯年◯
月までの各月について、雇用契約書Ａ
及びＢに記載された法定休日及び法定
外休日を除いた月当たりの日数（以下

「所定勤務日数」という。）は、暦から、
次のとおり確認でき、いずれの月も、
上表の出勤日数と有給休暇の日数を合
計して得た日数と一致している。
　平成◯年◯月は◯日（法定休日４日

（◯、◯、◯、◯日）、法定外休日６日

について、上記１③の要件である報酬の
月額が８万８０００円以上であることを
認めることができるかどうか、というこ
とである。

第２　事実の認定及び判断
１　本件記録によれば、前記「事実」欄第

２の２記載の事実のほか、次の各事実を
認定することができる。なお、次に掲げ
る各書面は全て写しである。
⑴　請求人と利害関係人との間で交わさ

れたパートタイマー雇用契約書が３通
（平成◯年◯月◯日付けのもの（以下
「雇用契約書Ａ」という。）、平成◯年◯
月◯日付けのもの（以下「雇用契約書
Ｂ」という。）及び同年◯月◯日付けの
もの（以下「雇用契約書Ｃ」という。））
あり、主な記載内容は次のとおりであ
る。
　契約期間については、それぞれ、雇
用契約書Ａは「◯年（注：平成◯年）
◯月◯日～◯年（注：平成◯年）◯月
◯日」、雇用契約書Ｂは「◯年◯月◯日
～◯年（注：平成◯年）◯月◯日」、雇
用契約書Ｃは「◯年◯月◯日～◯年

（注：平成◯年）◯月◯日」とされ、い
ずれにも「但し、期間満了後、更新す
る場合がある。」との付記があり、雇用
契約書ＡないしＣの全てにおいて、時
給は「◯◯◯円」、勤務日は「◯◯◯◯
◯◯曜日」、勤務時間は「◯：◯～◯：
◯」、休憩時間は「◯：◯～◯：◯」、
１週勤務日数は「５日」、１週実働時間
は「２５時間０分」、法定休日は「◯曜
日」、法定外休日は「勤務日以外の曜日

（法定休日を除く）（注：「◯曜日になり
ます」との付記がある。）」及び「祝日
及び国が定める休日、年末年始（◯／
◯～◯／◯）」、特約条項は「夏期休暇
◯日間有り。」、時間外勤務等は「時間
外勤務等に対する割増率：法定どお
り」、昇給・賞与は「◯」、通勤交通費
は「実費支給。前月１日から前月末日
までの分を当月◯日支払。」、給与支払
日は「前月１日から前月末日までの分
を当月◯日支払。」、休暇は「年次有給



時間労働者に対する健康保険・厚生年
金保険の適用拡大に係る具体的な事務
の取扱いについて、「短時間労働者に対
する健康保険・厚生年金保険の適用拡
大に係る事務の取扱いについて」（平成
２８年５月１３日保保発０５１３第１
号・年管管発０５１３第１号厚生労働
省保険局保険課長・厚生労働省年金局
事業管理課長通知。以下「本件通知」
という。）を発出しているところ、本件
通知では、前記第１の１③の報酬に係
る要件について、報酬が、日給、時間
給、出来高給又は請負給の場合は、厚
年等被保険者資格を取得した月前１月
間に同一の事業所において、同様の業
務に従事し、かつ、同様の報酬を受け
る者が受けた報酬の額を平均した額を
報酬月額とする方法とし、その方法で
報酬月額を算定することが困難である
場合は、厚年等被保険者資格を取得し
た月前１月間に、その地方で、同様の
業務に従事し、かつ、同様の報酬を受
ける者が受けた報酬の額を平均した額
を報酬月額とする方法によるとしてい
る。そして、上記いずれかの方法で報
酬月額を算定する場合で、同様の業務
に従事し、かつ、同様の報酬を受ける
者が当該事業所又は当該地方に存在し
ないときは、就業規則、雇用契約書等
に基づき、個別に報酬月額を算定する
こととしている。また、機構は、別紙
２において、雇用契約書で１月の勤務
日数が定められていない場合は、暦日
数や祝日等の有無によって１月の勤務
日数が異なり、１月の報酬額及び報酬
の平均額に変動が生じることから、本
件通知における「被保険者の資格を取
得した月前１月間に同一の事業所にお
いて、同様の業務に従事し、かつ、同
様の報酬を受ける者が受けた報酬の額
を平均した額を報酬月額」とすると、
同一の事業所において同一の雇用契約
の内容であっても、資格取得日によっ
て、厚年等被保険者資格取得の要件を
満たすか否かの判定に差が生じてしま

（◯、◯、◯、◯、◯、◯日））、同年◯
月は◯日（法定休日５日（◯、◯、◯､
◯、◯日）、法定外休日５日（◯、◯、
◯、◯、◯日））、同年◯月は◯日（法
定休日４日（◯、◯、◯、◯日）、法定
外休日５日（◯、◯、◯、◯、◯日））、
同年◯月は◯日（法定休日４日（◯、
◯、◯、◯日）、法定外休日７日（◯、
◯、◯、◯、◯、◯、◯日））、平成◯
年◯月は◯日（法定休日５日（◯、◯、
◯、◯、◯日）、法定外休日７日（◯、
◯、◯、◯、◯、◯、◯日））、同年◯
月は◯日（法定休日４日（◯、◯、◯、
◯日）、法定外休日５日（◯、◯、◯、
◯、◯日））、同年◯月は◯日（法定休
日４日（◯、◯、◯、◯日）、法定外休
日６日（◯、◯、◯、◯、◯、◯日））、
同年◯月は◯日（法定休日５日（◯、
◯、◯､ ◯、◯日）、法定外休日５日

（◯、◯、◯、◯、◯日））、同年◯月は
◯日（法定休日４日（◯、◯、◯、◯
日）、法定外休日６日（◯、◯、◯、◯、
◯、◯日））、同年◯月は◯日（法定休
日４日（◯、◯、◯、◯日）、法定外休
日５日（◯、◯、◯、◯、◯日））、同
年◯月は◯日（法定休日５日（◯、◯、
◯、◯、◯日）、法定外休日５日（◯、
◯、◯、◯、◯日））、同年◯月は◯日

（法定休日４日（◯、◯、◯、◯日）、
法定外休日６日（◯、◯、◯、◯、◯、
◯日））、同年◯月は◯日（法定休日４
日（◯、◯、◯、◯日）、法定外休日６
日（◯、◯、◯、◯、◯、◯日））、同
年◯月は◯日（法定休日５日（◯、◯、
◯、◯、◯日）、法定外休日５日（◯、
◯、◯、◯、◯日））、同年◯月は◯日

（法定休日４日（◯、◯、◯、◯日）、
法定外休日６日（◯、◯、◯、◯、◯、
◯日））、同年◯月は◯日（法定休日５
日（◯、◯、◯、◯、◯日）、法定外休
日５日（◯、◯、◯、◯、◯日））であ
る。

２　以上の認定事実に基づいて、本件の問
題点について検討し、判断する。
⑴　保険者は、年金機能強化法による短



間における所定勤務日数は、容易に確
認することができるのである。した
がって、請求人について、本件算出方
法により報酬月額を求める必要はない
というべきであり、前記１⑵によれば、
平成２８年１０月から平成２９年９月
までの１年間の所定勤務日数は◯日

（＝◯日＋◯日＋◯日＋◯日＋◯日＋
◯日＋◯日＋◯日＋◯日＋◯日＋◯日
＋◯日）となり、１日当たり勤務時間
を５時間、時給を◯◯◯円として算出
した１年間の時給総額は◯◯◯万◯◯
◯◯円（＝◯◯◯円／時間×５時間／
日×◯日）、年間平均の月額は◯万◯
◯◯◯円（≒◯◯◯万◯◯◯◯円÷１
２月）となることが認められる。
　そうすると、請求人に係る報酬月額
は◯万◯◯◯◯円となるから、８万
８０００円を下回ることとなり、請求
人は、前記第１の１③の「報酬の月額
が８万８０００円を以上であること。」
という要件を満たさないのであるから、
厚年等被保険者について適用除外され
る者に該当することとなり、本件施行
日である平成２８年１０月１日を資格
取得年月日とする本事業所における厚
年等被保険者資格の取得は認められな
いというべきである。

⑶　以上によれば、本件事業所における
資格取得年月日を平成２８年１０月１
日とする厚年等被保険者資格の取得の
取消しを確認する旨の本件確認請求を
却下した原処分は、上記趣旨と異なり
妥当でなく、取り消されなければなら
ない。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。

うため、そのときは、同一の事業所に
おける同一の雇用契約の内容の者の間
で、厚年等被保険者資格取得の要件の
判定に差が生じないように、個別の雇
用契約書に基づき月額賃金の年間平均
を算出し、これを報酬月額とする取扱
いとし、月額賃金の年間平均が雇用契
約書等で不明なときは、計算式を「時
間給×週の所定労働時間×５２週÷
１２月」として報酬月額を算出（以下

「本件算出方法」という。）する旨を記
載している。
　そして、この本件通知の取扱い及び
別紙２記載の上記取扱いについては、
一般的・合理的なものとして、相当と
解されるので、本件をこれらに照らし
て検討する。

⑵　前記１⑴によれば、請求人と利害関
係人の間で交わされた雇用契約書Ａな
いしＣの全てにおいて、労働条件につ
いて、時給は「◯◯◯円」、勤務日は

「◯◯◯◯◯◯曜日」、勤務時間は
「◯：◯～◯：◯」、休憩時間は「◯：
◯～◯：◯」、１週勤務日数は「５日」、
１週実働時間は「２５時間０分」、法定
休日は「◯曜日」、法定外休日は「勤務
日以外の曜日（法定休日を除く）」及び

「祝日及び国が定める休日、年末年始
（◯／◯～◯／◯）」とされ、本件施行
日を含む平成◯年◯月◯日から平成◯
年◯月◯日までの期間を通して同一で
あることが認められる。そして、機構
は、請求人について、月額賃金の年間
平均が雇用契約書等で不明であるとし
て、報酬月額を本件算出方法により算
出したというのであるが、上記説示の
とおり、請求人の労働条件は、法定休
日を◯曜日、法定外休日を◯曜日並び
に祝日、国が定める休日及び年末年始

（◯／◯～◯／◯）、休憩時間を除いた
１日当たり勤務時間を５時間、１週実
労働時間を２５時間、時給を◯◯◯円
とすることが明らかなのであるから、
前記１⑵において示したように、本件
施行日において、本件施行日以後１年




